
福岡県強度行動障がい従業者養成研修事業実施要綱 新旧対照表 

改正後 改正前 

 

１．目的 

自傷、他害行為など、危険を伴う行動を頻繁に示すことなどにより、

日常生活に困難が生じている強度行動障がい者に対し、障がい特性の理

解に基づく適切な支援を行うことができる人材を育成することを目的と

する。 

 

２．実施主体  

事業の実施主体は、福岡県又は福岡県が指定する事業者とする。  

 

３．研修の内容 

研修は、講義及び演習とし、目的、受講対象者、研修時間及びカリキ

ュラムは、次のとおりとする。  

 

（１）目的 

強度行動障がいを有する者に対し、適切な支援を行う職員の人材

育成及び適切な支援計画を作成することが可能な職員の育成を目的

とする。 

 

（２）受講対象者 

   基礎研修  原則として、障がい福祉サービス事業所等において、

知的障がい、精神障がいのある児者を支援対象にした

業務に従事している者、もしくは今後従事する予定の

ある者とする。 

   実践研修  基礎研修を修了した者のうち、原則として、障がい

 

１．目的 

自傷、他害行為など、危険を伴う行動を頻繁に示すことなどにより、

日常生活に困難が生じている強度行動障害者に対し、障害特性の理解に

基づく適切な支援を行うことができる人材を育成することを目的とす

る。 

 

２．実施主体  

事業の実施主体は、福岡県又は福岡県が指定する事業者とする。  

 

３．研修の内容 

研修は、講義及び演習とし、目的、受講対象者、研修時間及びカリキ

ュラムは、次のとおりとする。  

 

（１）目的 

強度行動障害を有する者に対し、適切な支援を行う職員の人材育

成及び適切な支援計画を作成することが可能な職員の育成を目的と

する。 

 

（２）受講対象者 

   基礎研修  原則として、障害福祉サービス事業所等において、

知的障害、精神障害のある児者を支援対象にした業務

に従事している者、もしくは今後従事する予定のある

者とする。 

   実践研修  基礎研修を修了した者のうち、原則として、障害福



福祉サービス事業所等において、知的障がい、精神障

がいのある児者を支援対象にした業務に従事している

者、もしくは今後従事する予定のある者とする。 

 

（３）研修時間 

  基礎研修 １２時間 

   実践研修 １２時間 

 

（４）カリキュラム 

別紙１「強度行動障がい支援者養成研修課程カリキュラム」のと

おり 

 

４．研修の方法 

研修は、講義及び演習により行うものとする。  

 なお、講義及び演習については、Ｗｅｂ等による対応も可能とする。 

 

５．科目の免除 

本研修については、以下のとおり科目免除を適用することとする。 

（１） 行動援護従業者養成研修修了者については、本研修修了者（基礎

研修・実践研修）と同等の取り扱いとすることとする。 

（２） 重度訪問従業者養成研修行動障がい支援課程修了者については、 

本研修（基礎研修）修了者とし、本研修（基礎研修）の免除を認

めることとする。 

 

６．修了期間 

各課程の研修期間については、次のとおりとする。 

祉サービス事業所等において、知的障害、精神障害の

ある児者を支援対象にした業務に従事している者、も

しくは今後従事する予定のある者とする。 

 

（３）研修時間 

  基礎研修 １２時間 

   実践研修 １２時間 

 

（４）カリキュラム 

別紙１「強度行動障害支援者養成研修課程カリキュラム」のとお

り 

 

４．研修の方法 

研修は、講義および演習により行うものとする。  

 

 

５．科目の免除 

本研修については、科目免除は適用しない。  

 

 

 

 

 

 

６．修了期間 

各課程の研修期間については、次のとおりとする。 



（１）基礎研修の修了認定のための履修期間は、１ヶ月以内とする。た 

だし、やむを得ない事情がある場合については、２ヶ月以内とする。  

（２）実践課程の修了認定のための履修期間は、２ヶ月以内とする。た 

だし、やむを得ない事情がある場合については、４ヶ月以内とする。 

 

 

７．修了の認定 

 事業の実施主体は、全科目を履修した者に対して修了の認定を行い、

修了の認定を行った者に対して、別記様式による修了証書および修了証

書（携帯用）を交付するものとする。  

 

８．名簿の管理 

（１）事業の実施主体は、カリキュラムに定める全科目を履修し修了証

書を交付する者について、修了証書番号、修了年月日、氏名、連絡

先等必要事項を記載した名簿を作成し、管理するものとする。 

（２）知事は、事業の実施主体から提出された名簿を適正に管理するも

のとする。  

 

９．研修の教材 

 教材は、各課程のカリキュラム内容を網羅し、研修を効果的に実施で

きるものを使用するものとする。 

 また、テキストに加え、副読本の活用や視覚教材の活用等を図るもの

とする。  

 

１０．事業者の指定 

 知事は、福岡県内において、強度行動障がい支援者養成研修について、

（１）基礎研修の修了認定のための履修期間は、１ヶ月以内とする。た   

だし、やむを得ない事情がある場合については、２ヶ月以内とする。  

（２）実践課程の修了認定のための履修期間は、２ヶ月以内とする。た 

だし、やむを得ない事情がある場合については、４ヶ月以内とする。 

 

 

７．修了の認定 

 事業の実施主体は、全科目を履修した者に対して修了の認定を行い、

修了の認定を行った者に対して、別記様式による修了証書および修了証

書（携帯用）を交付するものとする。  

 

８．名簿の管理 

（１）事業の実施主体は、カリキュラムに定める全科目を履修し修了証

書を交付する者について、修了証書番号、修了年月日、氏名、連絡

先等必要事項を記載した名簿を作成し、管理するものとする。 

（２）知事は、事業の実施主体から提出された名簿を適正に管理するも

のとする。  

 

９．研修の教材 

 教材は、各課程のカリキュラム内容を網羅し、研修を効果的に実施で

きるものを使用するものとする。 

 また、テキストに加え、副読本の活用や視覚教材の活用等を図るもの

とする。  

 

１０．事業者の指定 

 知事は、福岡県内において、強度行動障害支援者養成研修について、



事業者の指定を行うこととする。 

 なお、指定について必要な事項は、本要綱に定めるもののほか別途定

める。  

 

  

附 則  この要綱は、平成２７年８月６日から施行する。 

 

附 則 この要綱は、令和２年６月１５日から施行し、令和２年 

   ４月１日から適用する。 

     

なお、令和３年３月３１日までに、この要綱の改正前の「３．研修の

内容（４）カリキュラム」により、実施された研修については、改正後

の要綱により実施された研修とみなす。 

事業者の指定を行うこととする。 

 なお、指定について必要な事項は、本要綱に定めるもののほか別途定

める。  

 

  

附則  この要綱は、平成２７年８月６日から施行する。 

 


